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平成２７年７月３０日裁決

主文

本件再審査請求を棄却する。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、健康保険法（以下

「法」という。）による傷病手当金（以下、

単に「傷病手当金」という。）の支給を求

めるということである。

第２　再審査請求の経過

１　請求人は、腰椎すべり症（以下「既決

傷病」という。）の療養のため、平成○

年○月○日から平成○年○月○日まで

の期間（以下「既決受給期間」という。）

について、労務不能であったとして傷病

手当金の支給を受けている。

２　その後、請求人は、腰部脊柱管狭窄症

（以下「本件請求傷病Ａ」という。）、パー

キンソン病（以下「本件請求傷病Ｂ」と

いう。）の療養のため、平成○年○月○

日から同年○月○日までの期間（以下「本

件請求期間①」という。）について、同

年○月○日（受付）、また、本件請求傷

病Ａの療養のため、平成○年○月○日か

ら同年○月○日までの期間（以下「本件

請求期間②」という。）について、同月

○日（受付）、同月○日から同年○月○

日までの期間（以下「本件請求期間③」

といい、「本件請求期間①」、「本件請求

期間②」と併せて、「本件請求期間」と

いう。）について、同年○月○日（受付）、

いずれも労務不能であったとして、全国

健康保険協会○○支部長（以下「支部長」

という。）に対し、傷病手当金の支給を

申請した。

３　支部長は、請求人に対し、平成○年○

月○日付で、本件請求期間①について、

本件請求傷病Ａについては、法定給付期

間（１年６カ月）を超えた請求であるた

め、本件請求傷病Ｂについては、療養の

ための労務不能とは認められないためと

いう理由により、本件請求期間②につい

ては、「法定給付期間（１年６カ月）を

超えた請求であるため。」として、本件

請求期間③については、平成○年○月

○日付で、「法定給付期間（１年６カ月）

を超えた請求であるため。」として、い

ずれの期間についても傷病手当金を支給

しない旨の処分（以下、本件請求期間①

に対する処分を「原処分①」、本件請求

期間②に対する処分を「原処分②」、本

件請求期間③に対する処分を「原処分③」

といい、「原処分①」、「原処分②」、「原

処分③」を併せて、「原処分」という。）

をした。

４　請求人は、原処分を不服として、標記

の社会保険審査官に対する審査請求を経

て、当審査会に対し、再審査請求をした。

第３　当審査会の判断

１　傷病手当金の支給について、法第９９

条第１項は「被保険者……が療養のため

労務に服することができないときは、そ

の労務に服することができなくなった日

から起算して３日を経過した日から労務

に服することができない期間、傷病手当

金……を支給する。」と定めており、また、

同条第２項は「傷病手当金の支給期間は、

同一の疾病又は負傷及びこれにより発し

た疾病に関しては、その支給を始めた日

から起算して１年６月を超えないものと

する。」と規定している。

２　本件の場合、保険者は、本件請求傷病

Ａについて、腰部脊柱管狭窄症は既決傷

病（腰椎すべり症）と同一傷病であると

して、本件請求期間①については、法定

給付期間（１年６か月）を超えた請求で

あるという理由により、本件請求傷病Ｂ

については、パーキンソン病の療養のた

め労務不能とは認められないためという

理由によりなされた原処分に対し、請求

人は、これらを不服としているのである

から、本件の問題点の第１は、本件請求

傷病Ａについて、平成○年○月○日を支

給開始日とする傷病手当金の支給対象と

なっている既決傷病と同一疾病又はこれ



により発した疾病（以下、このような傷

病を、便宜上、「同一関連傷病」という。）

と認められるかどうかであり、問題点の

第２は、本件請求期間①にかかる本件請

求傷病Ｂについて、請求人は、パーキン

ソン病の療養のため労務不能と認められ

ないかどうかということになる。

３　最初に、本件請求傷病Ａと既決傷病は

同一関連傷病と認められるかどうかにつ

いて判断する。

２つの傷病が同一関連傷病かどうかに

ついては、明確な定義が確立されていな

いものの、その参考として、国民年金法

及び厚生年金保険上の障害の程度を認定

するためのより具体的な基準として、社

会保険庁により発出され、同庁の廃止後

は厚生労働省の発出したものとみなされ

て、引き続き効力を有するものとされ、

障害の認定及び給付の公平を期するため

の尺度として、当審査会もこれに依拠す

るのが相当であると考える「国民年金・

厚生年金保険障害認定基準」（以下「認

定基準」という。）が定められているが、

その「第１ 一般的事項」によれば、｢

傷病 ｣とは疾病又は負傷及びこれらに起

因する疾病を総称したものをいい、｢起

因する疾病 ｣とは、前の疾病又は負傷が

なかったならば後の疾病が起こらなかっ

たであろうというように、前の疾病又は

負傷との間に相当因果関係があると認め

られる場合をいい、負傷は含まれないも

のとされているところ、相当因果関係が

あるとは、常識的に考えて、ある事実と

その結果との間に、ある事実からそのよ

うな結果が生じるのが経験上通常である

という関係がある場合をいうとされてい

る。そして、そのような考え方の上にたっ

て、前の疾病がなかったならば後の疾病

がおこらなかったであろうと認められる

場合は、両者の間には相当因果関係があ

るとして、前後の傷病は同一関連傷病と

して取り扱われるが、当審査会において

も、以上のような考え方を相当としてい

る。

本件についてみてみると、請求人の本

件請求期間①に係る健康保険傷病手当金

支給申請書（第１回）のａ病院（以下「ａ

当該病院」という。）・ｂ病院（以下「ｂ

当該病院」という。）・Ａ医師（以下「Ａ

医師」という。）作成の平成○年○月○

日付療養担当者が意見を記入するところ

欄（以下「医師意見欄」という。）によ

れば、「平成○年○月○日」を療養の給

付開始年月日（初診日）、発病または負

傷の年月日を「平成○年○月頃」とする

本件請求傷病Ａ、発病または負傷の年月

日を「不詳」、「平成○年○月○日」を療

養の給付開始年月日（初診日）とする本

件請求傷病Ｂを傷病名とされ、労務不能

と認めた期間を本件請求期間①、そのう

ち入院期間を同年○月○日から同年○月

○日までの１６日間、診療実日数を１９

日、期間中における主たる症状および経

過、治療内容等は、平成○年○月○日よ

り当該医療機関でフォロー中とされ、平

成○年○月○日ＣＴ施行し、左第４・第

５腰椎椎間孔変形あり、抜釘、第３・第

４椎間孔除圧、第４・第５椎間孔除圧目

的に同年○月○日内視鏡下椎弓切除術施

行し、術後経過良好にて同年○月○日

退院、以後外来にてフォロー予定とさ

れ、症状経過からみて従前の職種につい

て労務不能と認められた医学的な所見に

は、「上記にて入院・手術等加療要した

為、上記期間労務不能であったと判断し

ます。」と記載されている。

請求人の本件請求期間②に係るＡ医師

作成の平成○年○月○日付医師意見欄に

よれば、「平成○年○月○日」を療養の

給付開始年月日（初診日）、発病または

負傷の年月日を「平成○年○月頃」とす

る本件請求傷病Ａを傷病名とし、労務不

能と認めた期間を本件請求期間②、診療

実日数を８日、期間中における主たる症

状および経過、治療内容等は、上記に対

し、平成○年○月○日抜釘、椎間孔除圧

を行い、脱力改善するも、症状残存、リ

ハビリテーション中であるとされ、症状

経過からみて従前の職種について労務不

能と認められた医学的な所見は、「術後



回復期リハビリを行ったため。」とされ

ている。

請求人の本件請求期間③に係るＡ医

師作成の平成○年○月○日付医師意見欄

によれば、「平成○年○月○日」を療養

の給付開始年月日（初診日）、発病また

は負傷の年月日を「平成○年○月頃」と

する本件請求傷病Ａを傷病名とし、労務

不能と認めた期間を本件請求期間③、診

療実日数を１４日、期間中における主た

る症状および経過、治療内容等は、脱力

改善傾向にあるが、片脚立ちでふらつき

あり、長時間（４０分）歩行で左下腿外

側痛出現するとされ、症状経過からみて

従前の職種について労務不能と認められ

た医学的な所見は、「高所に登るなどの

作業があるとのこと、左下肢筋力低下が

あるため現状は難しいとのことで判断し

た。」と記載されている。

請求人に係るａ当該病院作成の診療報

酬明細書（医科入院医療機関別包括評価

用）（平成○年○月分、同年○月分）を

みると、診断群分類区分は、「脊柱管狭

窄（脊椎症を含む。）、腰部骨盤、不安定

椎、脊椎固定術、椎弓切除術、椎弓形成

術（多椎間又は多椎弓の場合を含む。）、

前方椎体固定等　手術・処置等２なし」

とされ、同年○月○日にａ当該病院に、

入院時の主傷病名・入院の契機となった

傷病名は既決傷病として入院し、同月○

日に脊椎固定術、椎弓切除術、椎弓形成

術（後方椎体固定術）、骨移植術（自家

骨又は非生体同種骨移植と人工骨移植の

併施）を受けている。症状詳記には、病

名を既決傷病・本件請求傷病Ａとされた

上で、両下肢のしびれ、疼痛により歩行

が著しく制限され、日常生活にも支障が

大きい状態であり、保存療法にても改善

が認められなかったため、手術療法を選

択したとされ、疼痛の原因として、第４・

第５腰椎椎間での不安定性があり、これ

による脊柱管狭窄のための症状と考えら

れたとされ、平成○年○月○日に、不安

定腰椎部の後方進入椎体間固定術を行っ

たとされ、これにより神経の確実な除圧

と腰椎の安定性が得られたなどと記載さ

れていることが認められる。ａ当該病院

作成の請求人に係る診療報酬明細書（医

科入院外）（以下、単に「診療報酬明細

書」という。）の平成○年○月分によると、

傷病名は、診療開始日を「平成○年○月

○日」とする既決傷病とされているが、

ｂ当該病院作成の平成○年○月分から同

年○月分まで（平成○年○月、同年○月

を除く。）の診療報酬明細書の傷病名は、

診療開始日を「平成○年○月○日」とす

る既決傷病と診療開始日を「平成○年○

月○日」とする本件請求傷病Ａが併記さ

れており、平成○年○月分から平成○年

○月分までの請求人に係るｂ当該病院作

成の診療報酬明細書の傷病名には、既決

傷病と併記して、診療開始日を新たに「平

成○年○月○日」として本件請求傷病Ａ

が記載されていることが認められる。

さらに、支部長の照会に対するＡ医師

作成の平成○年○月○日付回答書（以下

「Ａ医師回答書」という。）によれば、傷

病名は本件請求傷病Ａ、本件請求傷病Ｂ

とされ、初診日は、本件請求傷病Ａにつ

いては「平成○年○月○日」、本件請求

傷病Ｂについては「平成○年○月○日」

とされ、本件請求傷病Ａの症状・検査結

果・治療等について、左下肢シビレ、脱

力あり、平成○年○月○日に第４・第５

椎体固定金属抜去とともに、左第４・第

５椎間孔除圧を行った、所見では骨性の

神経圧迫があり、これを除去し、術後よ

り、脱力は軽度改善し、シビレは変わら

ず入院時から下肢脱力に対して筋力ト

レーニングを行ったとされている。本件

請求傷病Ｂについては、手足のふるえで

神経内科紹介し、精査するも原因明らか

ではなく、てんかん疑うも確定せずとさ

れ、パーキンソン病としてアーテン処方

され経過観察したが、効果なく処方中止

とされている。そうして、Ａ医師は、本

件請求傷病Ａと本件請求傷病Ｂを別傷病

とした上で、今回、労務不能と判断した

のは、本件請求傷病Ａを主として労務不

能と判断したとし、今回の申請期間にお



いて本件請求傷病Ｂのみで考えると、労

務可能と判断する旨回答している。

以上の各資料に基づいて、請求人の既

決傷病及び本件請求傷病Ａの臨床経過を

みてみると、請求人は、平成○年○月○

日を初診日として、本件請求傷病Ａのた

めにａ当該病院及びｂ当該病院に継続し

て受診していたが、両下肢のしびれ、疼

痛により歩行が著しく制限され、日常生

活にも支障が大きい状態で、保存療法に

ても改善が認められなかったために、同

年○月○日に、入院時の主傷病名・入院

の契機となった傷病名は既決傷病とされ

て入院しており、疼痛の原因としては、

第４・第５腰椎椎間での不安定性があり、

これによる脊柱管狭窄のための症状と考

えられていた。そして、同月○日に脊椎

固定術、椎弓切除術、椎弓形成術（後方

椎体固定術）、骨移植術（自家骨又は非

生体同種骨移植と人工骨移植の併施）を

受けた後、請求人は、本件請求傷病Ａ及

び既決傷病の傷病名で、平成○年○月か

ら、平成○年○月及び同年○月を除いた

平成○年○月までの間、毎月欠かさずｂ

当該病院外来において加療を受けていた

が、その経過中、左下肢シビレ脱力等の

症状があり、平成○年○月○日に施行さ

れたＣＴ画像診断によって、左第４・第

５腰椎椎間孔変形が認められ、平成○年

○月○日から同年○月○日まで再びａ当

該病院に入院し、既決傷病に対して平成

○年○月○日に受けた第４・第５椎体固

定金属を抜釘し、第３・第４椎間孔除圧

の目的で内視鏡下椎弓切除術を受け、術

後に脱力改善傾向にあったが、片脚立ち

でふらつき、長時間（４０分）歩行で左

下腿外側痛などの症状が残存しており、

リハビリテーションを受けたとされてい

る。以上の臨床経過から、請求人の本件

請求傷病Ａは、平成○年○月頃の発病で

あり、その主因は、第４・第５腰椎椎間

の不安定性を呈する既決傷病を直接原因

とする腰部脊柱管狭窄であると認めるこ

とができる。そうして、同年○月○日に

第４・第５腰椎椎体固定術を受けたが、

その術後に、左第４・第５腰椎椎間孔変

形が生じ、腰椎椎体固定金具の抜釘を受

けていることから、本件請求傷病Ａは、

第４・第５腰椎すべり症である既決傷病

をその原因とするものであり、既決傷病

と相当因果関係を有する同一関連傷病と

して取り扱うのが相当である。

なお、整形外科学的観点から腰部脊柱

管狭窄症についてみると、それは、腰椎

の脊柱管内腔が狭くなり、その中に存在

する馬尾、神経根等が慢性的に絞扼・圧

迫されて神経症状が生じた状態の総称で

あり、一疾患というよりも複数の要因に

よって生じる症候群と考えられるとされ

ており、その原因を大別すると、①　先

天性（発育性）脊柱管狭窄、②　後天性

脊柱管狭窄に分けられ、先天性（発育性）

によるものは、元々脊柱管が正常範囲に

満たない狭い状態のまま成長したもの

で、特に、軟骨無形成症の狭窄はその代

表で、重篤であるが、その他の先天性（発

育性）のものは、狭窄程度が比較的軽症

の場合には無症候性に経過し、後天性・

症候性の要因が加重された場合に初めて

症状が顕著になることが多いとされてい

る。また、後天性脊柱管狭窄のほとんど

の場合、変形性脊柱管狭窄症をその原因

とし、男性に多く、多椎間に狭窄が生じ

る傾向があり、変性すべり症による狭窄

も原因としてその頻度が高く、これは女

性に多く、もっぱら第４・第５腰椎間に

生じるとされている。先天性脊柱管狭窄

と変性脊柱管狭窄が合併したり、変性脊

柱管狭窄に椎間板ヘルニアなどの別傷病

が合併すること、外傷後に脊柱管狭窄を

生じることも決して少なくはなく、その

他にも、腰椎疾患に対し過去に受けた椎

弓切除術や脊椎後方固定術の後に脊柱管

狭窄を生じる場合も多く、これらは医原

性脊柱管狭窄とも総称されている。本件

の場合も、第４・第５腰椎すべり症に伴

う腰部脊柱管狭窄症と判断され、加えて、

腰椎すべり症に対してなされた後方脊椎

固定術及び椎弓切除術をその誘因・原因

とした脊柱管狭窄と判断される。そうす



ると、整形外科学的立場からも、既決傷

病と本件請求傷病Ａとは相当因果関係を

有する同一関連傷病とした上記判断と矛

盾しない。

さらに、社会保険の運用上、過去の

傷病が治癒した後に、再び悪化した場合

は、再発として過去の傷病とは別傷病と

して取り扱い、治癒が認められない場合

は、過去の傷病と同一傷病が継続してい

るものとして取り扱われるところ、医学

的には治癒していないと認められる場合

であっても、軽快と再度の悪化との間に、

いわゆる社会的治癒があったと認められ

る場合は、再発として取り扱われるもの

とされている。そうして、いわゆる社会

的治癒と認め得る状態としては、相当の

期間にわたって医療（予防的医療を除

く。）を行う必要がなくなり、通常の生

活ができ、通常の勤務に服していたこと

が認められる場合とされているが、本件

の場合、既決受給期間終了翌日（平成○

年○月○日）から本件請求期間前日（平

成○年○月○日）までの期間（以下、便

宜上「本件検討期間」という。）をみると、

請求人は、この期間ほぼ毎月ｂ当該病院

において継続して加療を受けており、請

求人の勤怠状況をみると、平成○年○月

○日、同年○月○日、同年○月○日、及び、

同年○月○日から同年○月○日まで連続

して欠勤していることが認められるので

あり、このことをも考慮すると、本件検

討期間については、予防的医療の範疇に

属すると認められる程度の治療を受けな

がらも、通常勤務を含め社会生活が維持

されていたと判断することはできず、こ

の期間をいわゆる社会的治癒に相当する

と認めることはできない。

４　次に、本件請求傷病Ｂについてみると、

Ａ医師回答書によれば、本件請求傷病Ａ

と本件請求傷病Ｂは別傷病であるとした

上で、同医師は、本件請求期間①につい

て、主として労務不能と判断したのは本

件請求傷病Ａによるものであり、本件請

求傷病Ｂのみで考えた場合、労務可能で

あったと回答しているのであるから、本

件請求期間①において、請求人は手足の

ふるえがあり神経内科を紹介され、原因

明らかでないとされているが、この期間、

本件請求傷病Ａの療養のために労務不能

であったものの、本件請求傷病Ｂの療養

のために労務不能であったと認めること

はできない。

５　以上みてきたように、本件請求傷病Ａ

にかかる本件請求期間については、法定

給付期間（１年６か月）を超えた請求で

あるとして、また、本件請求傷病Ｂにか

かる本件請求期間①については、労務不

能とは認められないという理由によりな

された原処分は、相当であって、これを

取り消すことはできず、本件再審査請求

は理由がないので、これを棄却すること

とし、主文のとおり裁決する。


